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＜概要書＞ 
 
研究の目的 
本論文の目的は、「自動車の開発・生産に関して、本田技研工業と部品サプライヤー
企業は、互いにどのような組織間学習を、どのように行っているのか」という問いに
答えることである。 
 
研究の背景 
自動車企業やその部品サプライヤー企業に関する研究は、経営学において多くの蓄
積がなされてきた。例えば、アメリカと日本の自動車産業を比較し、日本企業の競争
力をその部品サプライヤー企業の側面から説明している研究が存在する（クスマノ・
武石 1998,Dyer&Nobeoka2000,藤本 1997 ,Nishiguchi1994）。これらの研究によれば、
アメリカは自動車の部品を市場取引中心で仕入れるが、日本は部品サプライヤー企業
との長期継続取引が中心であり、これが自動車部品の品質向上に貢献しているとされ
る。また、日本の自動車企業のなかでも競争力があると言われるトヨタにおいては、
部品サプライヤー企業の協力会（協豊会）が存在し、トヨタはこれを使い知識を部品
サプライヤー企業へ移転・拡散させ、部品の品質向上・コスト低下を図っている
（Dyer2000,Dyer&Nobeoka2000）。一般に自動車は約 3 万点の部品から構成されてお
り、日本の自動車企業はコストベースでそのうちの約 70%、部品点数ベースでは約 90%
以上をサプライヤーから仕入れていると言われる（Nishiguchi1994,藤本 2004）。これ
らの自動車部品の品質向上・コスト低下のため、日本の自動車企業の多くは部品サプ
ライヤー企業の協力会を組織化している（Dyer&Nobeoka2000,西口 2007）。しかし、
本田技研工業には部品サプライヤー企業の協力会が存在しない（山田 1999,西口 2007）。
したがって、協力会があるトヨタや他の自動車企業等とは違った方法により、本田技
研工業は部品サプライヤー企業との関係を築き、組織間学習を行っているのではない
かと考えられる。 
 以上のような問題意識に基づき、本論文では組織間学習論への理論的貢献を目的と
し、本田技研工業とその部品サプライヤー企業を対象として、組織間学習の仕組みに
注目し事例研究を行う。 
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調査結果 
 調査を行った結果、以下の組織間学習の仕組みが観察された。本田技研工業が部品
サプライヤーから学習する仕組みとしては「工程表の保持」・「特例子会社の生産技術
の学習」であり、部品サプライヤーが本田技研工業から学習する仕組みとしては「品
質ビジット」・「品質監査」・「役員受け入れ」であり、本田技研工業と部品サプライヤ
ーに共通する学習する仕組みとしては「改善提案」・「NH サークル」・「グリーン大会」・
「出向」である。 
 
・「工程表の保持」 
 工程表とは、製品の生産を行う際の加工の順番に関して、何をいつ行うかを記した
スケジュール表のことである。設計図を本田技研工業側が把握しているのは勿論であ
るが、部品サプライヤー企業の工程表を保持することで、本田技研工業が内製してい
ない部品でもある程度の生産ノウハウを本田技研工業側が保持することができる。工
程表は見積もり段階で本田技研工業へ提出し、契約をその部品サプライヤー企業と締
結するかどうかの判断材料となる。 
 
・「特例子会社の生産技術の学習」 
ホンダ太陽は自動車や二輪車の部品を生産する本田技研工業の二次サプライヤー企
業であるが、ホンダ太陽はまた、本田技研工業の特例子会社でもある。ホンダ太陽の
従業員 133 人のうち 61 人が障害を持っており、健常者と同じような設備や治工具で
は作業に不都合が生じることがある。ホンダ太陽はそれらの改善を行い、有用であれ
ばその方法の特許の申請を行う。それらは「ユニバーサルデザイン」と呼ばれ、健常
者にとっても楽に作業が行える結果、生産性が向上することある。そのため、それら
改善の蓄積は月に 1 回ホンダ太陽で開かれる会議で本田技研工業の担当者と共有され、
有用であれば本田技研工業の工場へも適応される。 
 
・「品質ビジット」 
品質ビジットとは、本田技研工業の購買担当者・品質保証担当者等が部品サプライ
ヤーの工場を訪れ、改善個所を指示することである。本田技研工業は部品サプライヤ
ー企業に対して品質ビジットを行うことにより、部品の品質を一定に保っている。品
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質ビジットは生産開始時や、量産後しばらくたった時期、また不良品発生時などに主
に行われ、本田技研工業の購買担当者・品質保証担当者等が部品サプライヤー企業の
工場を訪れ、改善個所を指示する。 
 
・「品質監査」 
品質ビジットが部品毎、個々に行われるのに対して、品質監査は年に一回、部品サ
プライヤー企業の品質管理活動の全般にわたってのチェックが行われる。本田技研工
業のマザー工場からそれぞれの部門の専門家がチームを組み、一週間ほど部品サプラ
イヤー企業に通い各部署の監査を徹底的に行う。もし問題点が見つかると改善策につ
いての指導を行い、数ヵ月後にもう一度訪問し改善しているかチェックを行う。 
 
・「役員受け入れ」 
本田技研工業と資本関係のある部品サプライヤー企業には、代表取締役社長や部長
等が派遣されている。このことにより、本田技研工業との人的に密接なつながりがで
きている。また、その役員が本田技研工業にいた頃に身に付けたノウハウ・知識等が、
その人を通して日々の活動の中で派遣先企業へ移転している。それらは人を通して移
転されるので、暗黙知的で移転困難な知識も移転可能になると思われる。 
 
・「改善提案」 
従業員が日々の活動の中で気付いたことを、専門の用紙に記入し提出する。そして、
その提案を上司が評価し、コスト削減効果が大きいものは全社的に展開する。また、
提案を促すために、一回提案するごとに何円というようなインセンティブを設定して
いる。 
 
・「NH サークル」 
NH（ニュー・ホンダ）サークルとは、本田技研工業が 1973 年から取り組んでいる
小集団活動である。N には、現在の（NOW）、将来の（NEXT）、新しい（NEW）ホ
ンダを創造し続けたいという願いが込められている。NH サークルでは、10 人程でチ
ームを結成し、自ら考えた課題を解決するために終業後に 1 時間ほど自主的に集まっ
て活動する。活動の頻度はサークルの自主性に任されており、毎日活動をする活発な
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サークルから、二週間に一度の活動といった様に幅がある。NH サークルは自分たち
で改善テーマを見つけて取り組む現場主体の活動なので、テーマも広く選定でき、「夜
間工場勤務の我々が彼女を作るにはどうしたらいいか」といったものも過去にあった。 
 
・「グリーン大会」 
グリーン大会とは製作所や研究所、サプライヤー企業が展開した環境改善活動の優
秀事例を発表し水平展開をはかり、環境負荷を低減することを目的として、1999 年よ
り毎年開催されているホンダグループ全体の環境イベントである。省エネ活動・廃棄
物削減・有害物質ゼロ化・リサイクル促進等、対象となるテーマは多岐にわたる。毎
年、部門ごとに選抜大会を行い、代表チームが本大会に参加、優秀事例には表彰が行
われる。三年に一回日本大会があるが、まだ世界大会は行われていない。 
 
・「出向」 
本田技研工業や本田技術研究所に、部品サプライヤー企業から技術者を出向させる
制度がある。出向から部品サプライヤー企業側が学ぶのは勿論、本田技研工業側も学
習する。今では本田技研工業から部品サプライヤー企業に出してしまった技術が多く
あり、本田技研工業自体では生産していない部品も多い。それらの部品の製造上の細
かいノウハウは部品サプライヤー企業しか保持しておらず、本田技研工業側も適宜部
品サプライヤー企業の知識を活用しながら自動車の開発に当たっている。また、その
ような本田技研工業側で全く製造していない部品の場合、本田技研工業の若手社員が
部品サプライヤー企業に出向き、一緒に働くことで製造ノウハウを学ぶこともある。 
 
 これらの制度を通じて、本田技研工業は従業員の多様な知識を生かしており、本田
技研工業は従業員の学習の多様性（知識創造）を組織の学習に取り込むことに成功し
ていると考えられる。 
 
本論文の実務的示唆・理論的貢献 
実務的な示唆としては、トヨタ自動車の組織学習の仕組みのみが唯一の解ではない
かもしれないということだ。従業員の多様性を組織の学習に生かしたいと考えるなら、
本田技研工業をモデルにしてもいいかもしれない。 
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また、理論的貢献としては、自動車業界における自動車企業と部品サプライヤー企
業の組織間学習に関する実態調査をおこなったことである。既存の研究ではトヨタ自
動車を事例としたものが主であったが、本論文の調査対象である本田技研工業はトヨ
タ自動車とは異なった仕組みを構築しており、この点での発見事実があったと考える。 
 
今後の課題 
今後の研究課題としては、本田技研工業の行っている組織間学習をより詳細に調べ
ることで、その仕組みのメカニズムを解明する必要がある。また、本田技研工業の構
築している組織間学習のための仕組みをより厳密に他の自動車企業の仕組みと比較す
ることも必要である。それにより、本田技研工業の仕組みが独自性を持っているのか
どうかを調査・比較検討する。 
そして、この本田技研工業の行っている組織間学習がどう経済的なパフォーマンス
に結びついているのか、あるいは、結びついていないのかを定量的に実証することも
必要である。それには、各自動車企業と部品サプライヤー企業から独自アンケート等
でデータを収集する必要がある。 
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＜本文＞ 
1. 研究目的・研究方法・分析枠組み 
1-1. はじめに 
本論文の目的は、「自動車の開発・生産に関して、本田技研工業と部品サプライヤー
企業は、互いにどのような組織間学習を、どのように行っているのか」という問いに
答えることである。 
自動車企業やその部品サプライヤー企業に関する研究は、経営学において多くの蓄
積がなされてきた。例えば、アメリカと日本の自動車産業を比較し、日本企業の競争
力をその 部品サ プライ ヤー企 業の側 面から 説明し ている 研 究が存在 する
（Nishiguchi1994,藤本 1997,クスマノ・武石 1998,Dyer&Nobeoka2000）。これらの
研究によれば、アメリカは自動車の部品を市場取引中心で仕入れるが、日本は部品サ
プライヤー企業との長期継続取引が中心であり、これが自動車部品の品質向上に貢献
しているとされる。また、日本の自動車企業のなかでも競争力があると言われるトヨ
タにおいては、部品サプライヤー企業の協力会（協豊会）が存在し、トヨタはこれを
使い知識を部品サプライヤー企業へ移転・拡散させ、部品の品質向上・コスト低下を
図っている（Dyer2000,Dyer&Nobeoka2000）。一般に自動車は約 3 万点の部品から構
成されており、日本の自動車企業はコストベースでそのうちの約 70%、部品点数ベー
スでは約 90%以上をサプライヤーから仕入れていると言われる（Nishiguchi1994,藤本
2004）。これらの自動車部品の品質向上・コスト低下のため、日本の自動車企業の多く
は部品サプライヤー企業の協力会を組織化している（Dyer&Nobeoka2000,西口 2007）。
しかし、本田技研工業には部品サプライヤー企業の協力会が存在しない（山田 1999,
西口 2007）。したがって、協力会があるトヨタや他の自動車企業などとは違った方法
により、本田技研工業は部品サプライヤー企業との関係を築き、組織間学習を行って
いるのではないかと考えられる。 
 以上のような問題意識に基づき、本論文では組織間学習論への理論的貢献を目的と
し、本田技研工業とその部品サプライヤー企業を対象として、組織間学習メカニズム
に注目し事例研究を行う。 
 研究の意義としては、本田技研工業とその部品サプライヤー企業の組織間学習の実
態を明らかにすることで、現象の実態を把握することである。 
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1-2. 研究方法 
 本論文では、リサーチ・クエスチョンである「自動車の開発・生産に関して、本田
技研工業とその部品サプライヤーは、互いにどのような組織間学習を、どのように行
っているのか」に答えるための研究方法として、事例研究を選択した。 
 事例研究が研究方法として望ましいのは、研究者の答えを出したいリサーチ・クエ
スチョンが「どのように」あるいは「なぜ」に関する時で、その対象となる事例を研
究者がほぼ制御できず、そしてそのリサーチ・クエスチョンが現実の文脈における現
在の現象に焦点を当てている場合である（Yin1994）。本論文のリサーチ・クエスチョ
ンは上記の三要素に当てはまるため、事例研究を選択した。なお、本論文では実態の
把握に主眼があるため、主に「どのように」に関する現象に着目する。 
分析には主にインタビューによる一次データを用いたが、補足的に歴史的資料・経
営者による著作・新聞資料・第三者機関による調査資料・統計データ・企業ウェブサ
イト等も利用した。 
 
1-3. 組織学習論・組織間学習論 
 本論文の分析枠組みとしては、組織学習論・組織間学習論を用いる。 
組織学習とは、組織が持つルーティンの変化プロセスのことである（Cyert and 
March1963）。組織間学習とは、組織が単独で行う知識形成（組織学習）、諸組織が持
つ知識体系間の一方通行的な流入あるいは相互交流（流入、模倣、種々の共同学習等）、
そしてその結果としての知識体系の形成と保持（記憶）である（吉田 1991)。つまり、
①ある組織が持つルーティンはどのように他の組織との相互交流の中で変化し、②そ
の変化したルーティンを広めるためにどのような仕組みを構築し、③その変化したル
ーティンを保持し続けるためにどのような仕組みを設けているか、に着目する。 
 
① 他の組織との相互交流の中での、ある組織が持つルーティンの変化：組織をある時
点で切り取れば、ある決まったルーティンを観察することができる。しかし、組織
がそのルーティンを一切変化させなければ、周りの環境が変化した際にはそれまで
最適であったルーティンが最適ではなくなり、その組織は環境に適応できなくなっ
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てしまうであろう。そのため、組織は絶えずルーティンを変化させていると考えら
れる。 
② その変化したルーティンを広めるための仕組み：そして、組織間学習においては、
より新しい環境変化に適応しているであろうルーティンを、組織間あるいは組織内
部で広げるための制度が必要となる。そうしなければ、その変化したルーティンが
生じた所だけにとどまってしまうことになる。 
③ 変化したルーティンを保持するための仕組み：そして、その組織がルーティンを変
化させ広めたならば、それを保持するための制度も必要となる。その制度がなけれ
ば、環境変化に合わせて変化したルーティンも、保持されえず消滅してしまう可能
性が高まる。 
 
 以下では、まず第 2 章で組織学習・組織間学習・サプライヤーマネジメントの先行
研究のレビューと、そこから導き出される研究課題を指摘する。そして第 3 章で本田
技研工業とその部品サプライヤー企業に対する調査概要を述べ、第 4 章では本田技研
工業とその部品サプライヤー企業がどのような組織間学習を、どのように行っている
のかを記述する。続いて第 5 章では、前章の事例の解釈と、本田技研工業とトヨタ自
動車との比較を行い、本田技研工業とそのサプライヤー企業が行っている組織間学習
の意味するところを考察する。最後に第 6 章で本論文の実務的示唆・理論的貢献と今
後の研究課題を述べる。 
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2. 組織学習・組織間学習・サプライヤーマネジ
メントに関する先行研究のレビュー 
2-1. 組織学習と組織間学習に関する先行研究 
組織学習とは、組織が持つルーティンの変化プロセスのことである（Cyert and 
March,1963）。安藤（2001）によれば、組織学習論に関する既存研究は研究者の関心
によって大きく三つのグループに分かれる。Hedberg 系、March 系、Argyris 系であ
る。 
 第一の Hedberg 系とは、主にアンラーニングあるいは認知レベルの転換について研
究しているグループのことであり、アンラーニングとは、組織の価値前提や知識のう
ち、時代遅れになったり妥当性を欠くようになったものを捨て、より妥当性の高い新
たなものに置き換えることをいう。組織は組織の認知スタイルにそって内部環境を形
成し、それをもとに外部環境を探索し、環境についての知覚を形成・修正する。こう
した一連の知覚の形成・修正プロセスを、組織学習プロセスであるとしている。代表
的な研究としては、Hedberg(1981)等がある。 
第二の March 系とは、組織ルーティンの変化を研究するグループである。組織は組
織学習を通じて優れた組織ルーティンを確立し、それによって環境による淘汰を切り
抜けていくとされる。ルーティンには、形式・規則・手続き・しきたり・戦略・技術
等が含まれる(Levitt & March1988)。March 系の研究においては、組織学習で発生し
たものの分析よりも、それを定着させる方に重点が置かれる（高橋 1998）。 
第三の Argyris 系とは、組織に何らかの介入を行い、それによって組織を変革する
過程を研究したり、組織学習活性化の条件を研究するグループである。代表的な研究
としては、Argyris & Schön(1978)等がある。 
また、組織学習論は分析のレベルでも三グループに分類することができる(安藤
1998)。第一に組織を学習主体とする議論、第二に組織内の個人を学習主体とする議論、
第三に組織と個人の相互作用に注目した議論である。 
一方、分析のレベルを組織に置き、外部の組織から学ぶことに注目する組織間学習
論が存在する。吉田（1991)によれば、組織間学習とは組織が単独で行う知識形成（組
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織学習）、諸組織が持つ知識体系間の一方通行的な流入あるいは相互交流（流入、模倣、
種々の共同学習等）、そしてその結果としての知識体系の形成と保持（記憶）である。 
組織間学習を組織単独の学習と比較した場合、以下の三点で組織間学習が優れてい
るとされる（吉田 1991)。第一に、組織間学習は組織単独の学習よりも慣性がより尐
なく、柔軟であること。第二に、組織間学習では異質性がより多く保持されるため、
各組織の知識や組織間全体の知識が大幅に増加すること。第三に、組織間学習ではシ
ングルループ学習だけでなくダブルループ学習も行われる可能性が高いため、組織お
よび組織間関係全体の適応可能性、学習能力や容量が拡大されること。 
しかし、組織間学習がいつでも成功するわけではなく、組織間学習を行うためには
互いの組織の間に「信頼」が必要である（真鍋 1998,2000,2002)。また、パートナー
間で組織文化や意思決定方法が異なる場合、組織間学習は進まない（Park and 
Ungson2001）。 
 このように一定の制約条件はあるものの、組織間学習の優勢性が主張されているが、
この分野での研究の蓄積はあまり為されていない（Dyer&Nobeoka2000,Grant1996,
吉田 1991）。組織間学習の既存研究としては、バイオテクノロジー産業（Powell, Koput, 
and Smith-Doerr 1996）や化学産業（Ahuja2000）、トヨタ自動車とそのサプライヤ
ー協力会（Dyer&Nobeoka2000）などが存在するが、いずれも単一産業での研究であ
り、より一層の事例研究や定量データによる研究が必要である。 
 
2-2. サプライヤーマネジメントに関する先行研究 
 次に、本論文の分析対象である自動車産業に関する、主に自動車企業とその部品サ
プライヤー企業の関係についての先行研究を述べる。 
 
2-2-1. 日本の自動車産業におけるサプライヤー・システムの全体像 
 まず、日本の自動車産業の、自動車企業と部品サプライヤー企業からなるサプライ
ヤー・システムの全体像を把握する。 
藤本,清,武石(1994)は、日本の自動車産業のサプライヤー・システムの実態調査を、
神奈川県を対象にアンケート調査により行っている。それによると、従業員規模にお
いて部品サプライヤー企業は一次・二次・三次以下で明確な格差がある。それぞれの
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平均従業員数は 1200 人・70 人・10 人である。また、平均年齢はそれぞれ 39 歳・42
歳・46 歳である。 
取引関係では、通常イメージされているような整然とした垂直分業構造は観察され
ていない。例えば、一次部品サプライヤー企業は自動車企業に対してだけでなく、他
の一次部品サプライヤー企業や二次部品サプライヤー企業にも部品を納入している。
また、最下層の部品サプライヤー企業ほど特定の自動車企業への依存性が高いが、一
次や二次部品サプライヤー企業はメーカーグループを超えて複数の自動車企業に納入
している。ここでも、通常に認識されているような「ピラミッド型」の閉鎖的なサプ
ライヤー・システムは観察されていない。 
取引先との取引開始時期については、階層による違いが観察される。一次部品サプ
ライヤー企業が一番古く、1960 年代に取引を開始したものが 45%と最も多い。二次部
品サプライヤー企業は 1960 年代（31.5%）、三次以下部品サプライヤー企業は 1970
年代（47.7%）から 80 年代（42.1%）にかけてが多くなっている。つまり、階層が下
に行くほど取引関係が新しい傾向がある。 
自動車企業が組織している協力会への加入状況については、一次部品サプライヤー
企業で 79.1%、二次部品サプライヤー企業で 70.2%、三次部品サプライヤー企業では
30.0%と加入率が急速に落ちる。三次以下の部品サプライヤー企業では、そもそも協
力会が存在しない場合が 45.0%と半数近くを占めている。 
 取引先から受けている支援については、一次・二次部品サプライヤー企業よりも三
次部品サプライヤー企業の方が支援を受けている比率は尐ない。「特に支援を受けてい
ない」企業は一次で 38.1%・二次で 54.4%・三次以下で 78.9%である。支援の内容は、
資本参加を受けている一次部品サプライヤー企業が 40.5%・二次では 7%・三次以下で
は 5.3%と激減する。 
 
2-2-2. 日本の自動車産業におけるサプライヤー・システムの特徴 
次に、日本の自動車産業のサプライヤー・システムの特徴を述べる。藤本(1997)は
日本の自動車産業におけるサプライヤー・システムを研究し、その取引の特徴は①ま
とめて任せること、②尐数サプライヤー間の有効競争、③長期安定的な継続取引、の
三つにあると論じている。 
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まとめて任せることとは、自動車企業が部品サプライヤー企業に詳細設計と試作と
製造をまとめて任せること（承認図方式）、部品の加工とサブ加工をまとめて任せるこ
と（サブアッセンブリー納入）、製造と品質管理をまとめて任せること（無検査納入）、
等があり、これらが日本のサプライヤ ・ーシステムの強さにつながっているとされる。
これらは要するに、部品サプライヤー企業が一括して受託することで、コスト・ダウ
ンや設計向上を達成し易くなるということである。 
次に、尐数サプライヤー間の有効競争とは、「開発コンペ」、「顔の見える競争」、「見
える手の競争」といった厳しい競争が繰り広げられてきたということである。これら
は、互いの手の内を知った上で開発力・改善能力の次元で尐数の部品サプライヤー企
業が競うことであり、単純な市場競争よりも激しいものとなる可能性を指摘している。 
最後に、長期安定的な継続取引は動態的な競争力へ貢献する。継続的取引では協調
的関係の形成と、取引企業間の情報共有が起こりやすい。これにより、積重ね型の小
型イノベーションが起こり、システム全体の改善や動態的な国際競争力の向上がもた
らされる。 
 
2-2-3. アメリカと日本の自動車産業におけるサプライヤー・システムの比較 
 次に、上記のような日本のサプライヤー・システムを、アメリカと比較した場合に
どのような相違があるかを述べる。Clark&Fujimoto(1991)、クスマノ,武石(1998)は、
アメリカと日本の自動車産業におけるサプライヤー・システムを比較した研究を行っ
ている。 
伝統的なアメリカのシステムは、多くの部品サプライヤー企業が自動車企業と短期
契約ベースで直接取引を持つ（図 1）。一握りの高い能力を有する企業を除いて、アメ
リカの部品サプライヤー企業の製品開発能力は全般的に低い。部品サプライヤー企業
と自動車企業の関係はよそよそしく、互いに敵のように振る舞う。また、コミュニケ
ーションはあまり行われない。そして、部品サプライヤー企業は自動車企業と 1 年ご
とに契約を行う。 
一方、日本のシステムはまったく異なる（図 2）。日本の自動車産業におけるサプラ
イヤー・システムは多層構造で、長期的な関係を重視している。日本の 1 次部品サプ
ライヤー企業は大きな責任と相互利益から成っている。自動車企業は部品サプライヤ
ー企業に長期に渡って仕事を任せるが、大きな責任もまた負わせる。このように自動
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車企業と部品サプライヤー企業は相互に依存しているので、頻繁にコミュニケーショ
ンを取っている。お互いに人材を交換することもあるし、情報交換も頻繁に行ってい
る。 
また、部品サプライヤー企業は自動車の設計・開発に多様な形で参加している。自
動車部品の設計・開発の形態では、部品サプライヤー企業の市販部品、承認図部品、
貸与図部品等がある。「市販部品」は、部品サプライヤー企業の手でコンセプトづくり
から製造までを手掛けた部品であり、カタログで自動車企業へ売られる標準部品であ
る。「承認図部品」では自動車企業が基本設計を行うが、詳細設計は部品サプライヤー
企業が行う方式である。「貸与図部品」は、自動車企業が基本設計も詳細設計も行う方
式である。 
日本の自動車産業では平均して 62%が承認図部品であるのに対して、アメリカでの
承認図部品は 16%である。残りは日本が市販品 8%・貸与図部品 30%であり、アメリ
カでは市販品 3%・貸与図部品 81%となっている。よって、アメリカよりも日本の部
品サプライヤー企業の方が、より多くの開発・設計作業をこなしている。 
 
図 1 伝統的なアメリカの部品メーカー・システム  
組立工場 部品生産自動車メーカー
エンジニアリング能力を
有する大手部品メーカー（少数派）
多数の中小部品メーカー、
エンジニアリング能力を有しないものが多い
フラット構造
・部品の内製率高い
・垂直分業度高い
短期契約、コミュニ
ケーションや調整が少ない
エンジニアリング能力を有する部品メーカー
エンジニアリング能力を有しない部品メーカー
 
出所：Clark&Fujimoto(1991) 
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図 2 1980 年代の日本の部品メーカー・システム  
組立工場 部品生産自動車メーカー
1次部品メーカー
2次部品
メーカー
3次および4次
部品メーカー
2次、3次、4次部品メーカーに
よる多層的なピラミッド構造
少数の大手部品メーカー、多くは
エンジニアリング能力を有する
・部品の内製率低い
・垂直分業度低い
長期契約、厳密なコミュニ
ケーションおよび調整
 
出所：Clark＆Fujimoto(1991) 
 
2-2-4. 日本の自動車産業・電気電子機器産業におけるサプライヤー・システム
形成の歴史的分析 
 次に、上記のような特徴を持つ日本の自動車産業のサプライヤー・システムがどの
ように形成されてきたのかについて述べる。Nishiguchi(1994)は、製造業における下
請けについて日本の自動車産業と電気・電子機器産業に焦点を当てて、その発生・進
化を歴史的に分析している。 
 1900～1945 年にかけては、デュアリズム（二重構造）も下請けも日本経済の本質的
特質ではなかった。日本経済に下請けが出現したのは、1930 年代後半から第二次世界
大戦終結までの軍需増大によるものであった。政府による専属下請制度も策定された
が、これはほとんど効果がなかった。下請の無統制は続いていて、ここには調和や信
頼は無かった。そして、最終的には第二次世界大戦によって、すべての制度が機能不
全となった。 
 1945～1960 年には、日本の製造業の下請は朝鮮特需により復活した。社会経済的条
件（大企業と中小企業間での賃金格差拡大・消費者の購買力向上など）と技術的要因
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（大企業から下請企業への中古設備の販売）が揃ってこの復興が可能となった。この
頃の下請企業は、元請企業による買い叩きや支払い遅延などの不公平な取引慣行に苦
しんでいた。ここには調和的信頼関係・調和的生産等は存在していなかった。 
 1960～1990 年には、デュアリズムの諸指標（企業間賃金格差・組合組織率等）は後
退・安定化したにも関わらず、中小企業と大企業は歩調を合わせて成長を遂げてきた。
これは、大企業の下請企業に対するコミットメントの結果であった。1960 年代半ば以
降は、下請企業が大企業の単なる調整弁として利用されることも、以前より減尐した。
この時期に下請が繁栄を続けた理由は、生産者の戦略に帰することができる。市場が
拡大した結果として製品種が急増し、生産者は製造機能の大部分を下請に出すことに
よりこれに対応しようとした。そのため、下請企業は分離した一つの工程を受け持つ
専門業者から、次第に製品の設計・検査・部品の調達まで請け負うようになっていっ
た。 
 以上から明らかなように、従来の下請の理論である日本人の国民的属性や仁・善意
というものでは、日本の製造業の下請は説明がつかない。むしろ、社会経済的条件・
技術的要因・インフラストラクチャー要件・政治的要件などの複合要因によって、日
本の下請制度は説明できるとしている。 
 
2-2-5. 日本の自動車産業における協力会の構造 
 最後に、本論文の分析対象の中心である、自動車企業が組織する協力会についての
既存研究を述べる。山田(1999)は、日本の自動車産業における自動車企業と部品サプ
ライヤー企業の取引関係について分析している（表 1）。それによると、日本の自動車
企業は必ずしもそのサプライヤー・システムを独自に形成しているわけではなく、む
しろ自社系のサプライヤー・システムを構築しているのはトヨタ自動車と日産自動車
だけである。こうした協力会に加盟している部品サプライヤー企業はすべてが自社系
の企業というわけではなく（表 2）、多くの部品サプライヤー企業が複数の自動車企業
の協力会に所属している。 
 このように、自動車企業と部品サプライヤー企業との取引は、通説のように閉鎖的
なサプライヤー・システムの中で行われているのではなく、企業グループの枠を超え
て行われている。また、後発自動車企業は多くの部品の供給をトヨタ系・日産系・独
立系の部品サプライヤー企業に依存していることも分かる（表 3）。こうした状況は、
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自動車企業の部品サプライヤー企業育成策が、先発組と後発組で違ったことを示して
いる。先発組であったトヨタ・日産が網羅的な育成策を実施し、自ら部品サプライヤ
ー企業を形成しなければならなかったのに対して、後発組である自動車企業は先発組
の形成した部品サプライヤー企業を使うことができたので、自社系の部品サプライヤ
ー企業には特定の部品を選択して発注できたのである。具体的には、後発組である三
菱自動車は技術的重要性や機密性の高いエンジン本体部品や、容積が大きく輸送が大
変なインパネやバンパーなどの大物に集中できた。 
 
表 1 各自動車企業の協力会の状況1 
 
出所：山田(1999) 
 
                                                   
1 本田技研は協力会がないので、会員数は主要取引先企業数  
設立年 会員数 自動車生産台数
東海協豊会 1943 150
関東協豊会 1946 65
関西協豊会 1947 29
日産 日翔会 1991 192 1,610,542
三菱自工 三菱自動車柏会 1971 383 1,200,007
西日本洋光会 65
関東洋光会 70
関西洋光会 55
いすゞ いすゞ協和会 1962 299 331,248
富士重工 スバル雄飛会 1982 180 416,980
ダイハツ ダイハツ協友会 1969 196 535,673
スズキ スズキ協力協同組合 1957 85 847,702
日野 日野協力会 1962 258 78,240
日産
ディーゼル
日産ディーゼル弥生会 1960 59 49,231
本田技研工業 ― ― 335 1,092,148
協力会名
トヨタ 3,410,060
マツダ 1981 773,567
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表 2 サプライヤーの複数協力会加入状況 2 
 
出所：山田(1999) 
 
表 3 ラジエーターのサプライヤー一覧（1990 年）3 
 
出所：山田(1999) 
 
2-2-6. トヨタ自動車の協豊会による組織学習 
Dyer&Nobeoka(2000)、真鍋,延岡(2002)は、トヨタ自動車の協力会（協豊会）によ
る部品サプライヤー企業への組織学習の研究を行っている。それによると、トヨタ自
                                                   
2 本田技研は協力会がないので、会員数は主要取引先企業数  
3 網掛け部分が、内製もしくは自社系サプライヤー  
トヨタ/
協豊会
日産/
日翔会
三菱/
三菱自
動車柏
会
マツダ/
洋光会
いすゞ/
いすゞ
協和会
富士重
工業/ス
バル雄
飛会
ダイハ
ツ/ダイ
ハツ協
友会
スズキ/
スズキ
協力協
同組合
日野/
日野協
力会
日産デ
ィーゼ
ル/日産
ディー
ゼル
本田技
研/主要
取引先
企業
1協力
会のみ
所属
トヨタ/協豊会
（190社）
67 94 71 81 55 109 2 89 3 82 39
日産/日翔会
（192社）
67 90 71 88 81 51 1 55 15 94 44
三菱/三菱自動車柏会
（383社）
94 90 97 109 77 95 3 94 17 105 178
マツダ/洋光会
（190社）
71 71 97 77 65 68 1 62 2 73 64
いすゞ/いすゞ協和会
（299社）
82 88 109 77 86 69 4 96 14 83 128
富士重工業/スバル
雄飛会（180社）
55 81 77 65 86 56 5 53 6 79 47
ダイハツ/ダイハツ
協友会（196社）
109 51 95 68 69 56 5 78 4 78 42
スズキ/スズキ協力
協同組合（85社）
2 1 3 1 4 5 5 2 0 6 72
日野/日野協力会
（258社）
89 55 94 62 96 53 78 2 14 69 103
日産ディーゼル/日産デ
ィーゼル弥生会（59社）
3 15 17 2 14 6 4 0 14 11 26
本田技研/主要
取引先企業（335社）
82 94 105 73 83 79 78 6 69 11 166
自動車アセンブラー
トヨタ自動車 トヨタ系A 独立系A
日産自動車 日産系A 独立系B
三菱自動車工業 トヨタ系A 日産系A 独立系A
マツダ トヨタ系A 日産系A 独立系A
本田技研工業 トヨタ系A 独立系A 独立系C
いすゞ自動車 いすゞ系A トヨタ系A
富士重工業 日産系A トヨタ系A
ダイハツ工業 トヨタ系A 独立系A
スズキ トヨタ系A 独立系A
日野自動車工業 日野系A
日産ディーゼル 日産系A いすゞ系A
自動車部品サプライヤー
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動車は次の 4 つの異なった手法を通じて部品サプライヤー企業への組織学習を促して
いる。①部品サプライヤー企業の団体（協豊会）、②トヨタ自動車によるコンサルティ
ング、③自主的な小グループの学習チーム（自主研）、④企業間での従業員の移動（出
向）、である。 
トヨタ自動車の事例は、5-2.で本田技研工業との詳しい比較を行う。 
 
 以上、サプライヤーマネジメントに関する先行研究を見てきたが、本論文の関心で
ある自動車企業と部品サプライヤー企業の組織間学習に関する研究の蓄積は尐ない。
その中心はトヨタ自動車の協力会による組織間学習の研究であり、本田技研工業の研
究は見られない。また既に述べたように、本田技研工業は部品サプライヤー企業の協
力会を組織していない点でトヨタ自動車とは異なっており、違った組織間学習を行っ
ていると考えられる。 
以下では、本田技研工業とその部品サプライヤー企業が行っている、具体的な組織
間学習の内容について述べる。 
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3. 調査概要 
 本論文では、本田技研工業とその部品サプライヤー企業に対して、半構造化インタ
ビュー調査を行った。本章では、調査概要と企業概要について述べる。 
 
表 4 インタビュー実施企業 
 
 
3-1. 本田技研工業概要 
3-1-1. 本田技研工業 
本田技研工業は 1948 年に本田宗一郎により設立された、輸送機器および機械工業メ
ーカー（二輪製品・四輪製品・汎用製品・航空機）である。本社所在地は東京都港区
南青山二丁目 1 番 1 号であり、単独売上高は 2 兆 7,177 億円、連結売上高は 8 兆 5,791
億円（2010 年 3 月期）である。本田技研工業の 100%子会社として、研究開発を行う
本田技術研究所や、生産技術の研究開発を行うホンダエンジニアリングなどがある。
世界の自動車企業において研究開発部門を分社化しているのは本田技研工業だけであ
り、他自動車企業とは異なった企業形態をとっている。 
 浜松製作所・事業管理部の方（二名）、品質改革センターの方にお話を伺った。 
 
3-1-2. 本田技術研究所 
本田技術研究所は 1960 年に設立された、本田技研工業の研究・開発を担当する企業
企業名 部署名
本田技研工業に対する
部品サプライヤー企業の階層
赤羽金属製作所 元・代表取締役社長 一次
浅間技研工業 事業管理部 一次
エム・エス・ディ 総務部 一次
都筑製作所
営業・資材部
経営企画室
生産技術部
一次
バンドー化学 伝動事業部 一次
日立オートモティブシステムズ 元・自動車部品開発担当者 一次
本田技研工業
浜松製作所・事業管理部（二名）
品質改革センター
―
本田技術研究所
四輪開発センター
四輪R&Dセンター
―
本田金属技術 管理事業本部・管理本部・総務部 一次
ホンダ太陽 管理本部 二次
ホンダR＆D太陽 管理本部 ―
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である。本社所在地は埼玉県和光市中央 1-4-1 である。 
 四輪開発センターの方、四輪 R&D センターの方にお話を伺った。 
 
3-2. 部品サプライヤー企業概要 
3-2-1. 赤羽金属製作所 
赤羽金属製作所は 1950 年に設立された、四輪、二輪車、汎用機の部品製造を行う企
業である。本社所在地は東京都北区赤羽南 2-16-4 である。本田技研工業へは ABS や
パーキングブレーキレバー、シートベルト関連のプレス部品等を納入しており、本田
技研工業の一次サプライヤー企業である。 
元・代表取締役社長の方にお話を伺った。 
 
3-2-2. 浅間技研工業 
浅間技研工業は 1973 年に設立された、自動車鋳物部品の鋳造および加工を行う企業で
ある。本社所在地は長野県小諸市丙 600 番地であり、連結売上高は約 310 億円（2009
年 3 月期）である。本田技研工業へはステアリングナックルやブレーキディスクロー
ター等の足回り・駆動系部品、シリンダースリーブやシャフトローター等のエンジン
部品を納入しており、本田技研工業の一次サプライヤー企業である。 
事業管理部の方にお話を伺った。 
 
3-2-3. エム・エス・ディ 
エム・エス・ディは 1958 年に創立された、輸送用機器の製造を行う企業である。本
社所在地は静岡県浜松市天竜区渡ヶ島 1500 番地である。本田技研工業へは二輪用のプ
レス・ベンダー・溶接・機械加工・表面処理（塗装/着色アルマイト）組立迄の機能部
品を納入しており、本田技研工業の一次サプライヤー企業である。また、本田技研工
業から汎用完成機（小型耕運機）の組立受託もしている。 
総務部の方にお話を伺った。 
 
3-2-4. 都筑製作所 
都筑製作所は 1944 年に創業された、四輪車用、二輪・汎用、建設機械用部品の製造
を行う企業である。本社所在地は長野県埴科郡坂城町坂城 6649-1 であり、単独売上高
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は 118 億円（2010 年 3 月期）である。本田技研工業へは CVT ステーターシャフトや
ハイブリッド用ローターシャフト等の四輪車用ミッション部品、フロントナックルや
ロアアームやダンパーフォーク等の四輪車用足回り部品を納入しており、本田技研工
業の一次サプライヤー企業である。 
経営企画室の方、生産技術部の方、営業・資材部の方にお話を伺った。 
 
3-2-5. バンドー化学 
バンドー化学は 1906 年に創業された、ゴム製品の製造を行う企業である。本社所在
地は神戸市中央区港島南町４丁目６番６号であり、単独売上高は 473 億円、連結売上
高は 736 億円（2010 年 3 月期）である。本田技研工業へは V ベルトとオートテンシ
ョナーを納入しており、本田技研工業の一次サプライヤー企業である。 
伝動事業部の方にお話を伺った。 
 
3-2-6. 日立オートモティブシステムズ 
日立オートモティブシステムズは 2009 年に日立製作所から分離独立した（日立製作
所としては 1930 年に自動車用電装品事業に参入）、自動車部分品および輸送用ならび
に産業用機械器具・システムの開発、製造、販売およびサービスを行う企業である。
本社所在地は東京都千代田区大手町二丁目 2 番 1 号であり、連結売上高は 6,388 億円
（2010 年 3 月期）である。本田技研工業へはイグニッションコイル、スターター、プ
ロペラシャフト、ショックアブソーバー、ブレーキホース等を納入しており、本田技
研工業の一次サプライヤー企業である。 
 元・自動車部品開発担当の方にお話を伺った。 
 
3-2-7. 本田金属技術 
 本田金属技術は 1963 年に、本田宗一郎の弟である本田弁二郎により設立された、ア
ルミ精密鋳造・機械加工の総合メーカーである。本社所在地は埼玉県川越市的場 1620
であり、単独売上高は 268 億円、連結売上高は 824 億円（2008 年 3 月期）である。
本田技研工業へはシリンダーヘッドやインジェクターベース等のエンジン部品を納入
しており、本田技研工業の一次サプライヤー企業である。 
管理事業本部・管理本部・総務部の方にお話を伺った。 
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3-2-8. ホンダ太陽 
ホンダ太陽は 1981 年に設立された、二輪車・四輪車・汎用製品の部品製造を行う企
業である。本社所在地は大分県別府市大字内竈 1399-1 であり、単独売上高は 18 億円
（2007 年 3 月期）である。本田技研工業へはコンビメーターやウィンカーランプ等を
一次サプライヤー企業を通じて納入しており、本田技研工業の二次サプライヤー企業
である。本田技研工業の特例子会社4であり、従業員 133 名の内、重度障害者が 43 名、
軽度障害者が 18 名を占める。 
管理本部の方にお話を伺った。 
 
3-2-9. ホンダ R＆D 太陽 
ホンダ R＆D 太陽は 1992 年に設立された、CAD 設計、輸送用機器および福祉機器
の研究開発を行う企業である。本社所在地は大分県速見郡日出町大字川崎 3968-1 であ
る。本田技術研究所から一部の研究開発に関する業務を請け負っている。本田技術研
究所の特例子会社である。 
管理本部の方にお話を伺った。 
 
  
                                                   
4 特例子会社とは、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき認定される障害者の雇用拡
大を目的とした会社のことである。  
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4. 本田技研工業と部品サプライヤー企業の 
組織間学習のための仕組み 
 本章では、本田技研工業と部品サプライヤー企業が行っている組織間学習の具体的
内容について述べる。 
 それに先立ち、「本田技研工業は内製率が高いため、外部の部品サプライヤー企業を
あまり必要としない」という仮説を検討する。本仮説が当てはまるならば、本田技研
工業とその部品サプライヤー企業がどのような組織間学習を行っているかどうか依然
に、そもそも組織間学習の必要性自体が低くなるからである。 
データリソース(2009)によると、本田技研工業の内製率は 6.1%であり、トヨタの 8%
に次いで日本の自動車企業で二番目に高い。しかし、94%は外部の部品サプライヤー
に依存しており、「本田技研工業は内製率が高いため、外部の部品サプライヤー企業を
あまり必要としない」とまでは言えないと考えられる。 
 
表 5 各自動車企業の部品内製比率 
 
 
出所：データリソース(2009)を基に筆者作成  
 
4-1. 本田技研工業の学習 
 本田技研工業が部品サプライヤー企業から学習するための仕組みとしては、「工程表
の保持」と「特例子会社の生産技術の学習」がある。 
 
4-1-1. 工程表の保持 
工程表とは、製品の生産を行う際の加工の順番に関して、何をいつ行うかを記した
スケジュール表のことである。設計図を本田技研工業側が把握しているのは勿論であ
るが、部品サプライヤー企業の工程表を保持することで、本田技研工業が内製してい
企業名 トヨタ 日産 ホンダ マツダ
三菱
（三菱ふそう）
いすゞ
内製率 8.0% 4.0% 6.1% 4.2% 2.6% 3.0%
企業名 スズキ ダイハツ 富士重 日野 日産D
内製率 5.2% 6.4% 2.9% 3.3% 2.5%
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ない部品でもある程度の生産ノウハウを本田技研工業側が保持することができる。工
程表は見積もり段階で本田技研工業へ提出し、契約をその部品サプライヤー企業と締
結するかどうかの判断材料にもなる。 
 
4-1-2. 特例子会社の生産技術の学習 
 ホンダ太陽は自動車や二輪車の部品を生産する本田技研工業の二次サプライヤー企
業であるが、ホンダ太陽はまた、本田技研工業の特例子会社でもある。ホンダ太陽の
従業員 133 人のうち 61 人が障害を持っており、健常者と同じような設備や治工具で
は作業に不都合が生じることがある。ホンダ太陽はそれらの改善を行い、有用であれ
ばその方法の特許の申請を行う。それらは「ユニバーサルデザイン」と呼ばれ、健常
者にとっても楽に作業が行える結果、生産性が向上することある。そのため、それら
改善の蓄積は月に 1 回ホンダ太陽で開かれる会議で本田技研工業の担当者と共有され、
有用であれば本田技研工業の工場へも適応される。 
図 3・図 4 はホンダ太陽の工夫の具体例である。これは、駐車場へ自動車を止める
際に、隣り合う自動車の向きを前向き・後ろ向きで交互に止める。そうすると、運転
席側が向かい合うこととなり、車いすで自動車に乗り降りするために広くスペースを
取ることができるようになる。このような工夫を行わなければ、さらにより広いスペ
ースが必要となり無駄が生じることとなる。これは生産性向上のための直接の事例で
はないが、ホンダ太陽ではこのような小さな工夫を日々蓄積している。 
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図 3 ホンダ太陽の工夫 1 
 
出所：筆者撮影  
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図 4 ホンダ太陽の工夫 2 
 
出所：筆者撮影  
 
4-2. 部品サプライヤー企業の学習 
 部品サプライヤー企業が本田技研工業から学習するための仕組みとしては、「品質ビ
ジット」・「品質監査」・「役員受け入れ」がある。 
 
4-2-1. 品質ビジット 
品質ビジットとは、本田技研工業の購買担当者・品質保証担当者等が部品サプライ
ヤー企業の工場を訪れ、改善個所を指示することである。本田技研工業は部品サプラ
イヤー企業に対して品質ビジットを行うことにより、部品の品質を一定に保っている。
品質ビジットは生産開始時や、量産後しばらくたった時期、また不良品発生時などに
主に行われ、本田技研工業の購買担当者・品質保証担当者等が部品サプライヤー企業
の工場を訪れ、改善個所を指示する。 
 
4-2-2. 品質監査 
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 品質ビジットが部品毎、個々に行われるのに対して、品質監査は年に一回、部品サ
プライヤー企業の品質管理活動の全般にわたってのチェックが行われる。本田技研工
業のマザー工場からそれぞれの部門の専門家がチームを組み、一週間ほど部品サプラ
イヤー企業に通い各部署の監査を徹底的に行う。もし問題点が見つかると改善策につ
いての指導を行い、数ヵ月後にもう一度訪問し改善しているかチェックを行う。 
 本田技研工業による品質監査は、日本の自動車業界において一定の評価を得ている
ようである。今回インタビューを行ったある部品サプライヤー企業は、本田技研工業
以外の自動車企業と新たに取引を開始する際に、当時取得していた ISO がその新たな
自動車企業の求める品質レベルの ISO よりも低かったことがあった。しかし、その部
品サプライヤー企業が本田技研工業の品質監査を毎年受けて続けており、毎年合格も
していることを知ると、その新たな自動車企業が安心し無事取引を開始する事が出来
た。この事例から、本田技研工業の品質監査は自動車業界において一定の評価を受け
ていることが推察される。 
 
4-2-3. 役員受け入れ 
 本田技研工業と資本関係のある部品サプライヤー企業には、代表取締役社長や部長
等が派遣されている。このことにより、本田技研工業との人的に密接なつながりがで
きている。また、その役員が本田技研工業にいた頃に身に付けたノウハウ・知識等が、
その人を通して日々の活動の中で派遣先企業へ移転している。それらは人を通して移
転されるので、暗黙知的で通常では移転困難な知識も移転可能になると思われる。 
 
4-3. 両社に共通する学習 
 本田技研工業と部品サプライヤー企業に共通する、互いに学習するための仕組みと
しては、「改善提案」・「NHサークル」・「グリーン大会」・「出向」がある。これらの仕組
みでは、本田技研工業と部品サプライヤー企業が学習し合うことや、部品サプライヤ
ー企業同士でも学習し合うことがある。 
 
4-3-1. 改善提案 
 従業員が日々の活動の中で気付いたことを、専門の用紙に記入し提出する。そして、
その提案を上司が評価し、コスト削減効果が大きいものは全社的に展開する。また、
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提案を促すために、一回提案するごとに何円というようなインセンティブを設定して
いる。 
 
4-3-2. NH サークル 
NH（ニュー・ホンダ）サークルとは、本田技研工業が 1973 年から取り組んでいる
小集団活動である。N には、現在の（NOW）、将来の（NEXT）、新しい（NEW）ホ
ンダを創造し続けたいという願いが込められている。NH サークルでは、10 人程でチ
ームを結成し、自ら考えた課題を解決するために終業後に 1 時間ほど自主的に集まっ
て活動する。活動の頻度はサークルの自主性に任されており、毎日活動をする活発な
サークルから、二週間に一度の活動といった様に幅がある。NH サークルは自分たち
で改善テーマを見つけて取り組む現場主体の活動なので、テーマも広く選定でき、「夜
間工場勤務の我々が彼女を作るにはどうしたらいいか」といったものも過去にあった。 
部品サプライヤー企業でも、本田技研工業の呼びかけで NH サークルを始めたとこ
ろ多くがある。部品サプライヤー企業の NH サークルは本田技研工業の製作所ごとに
所属しており、そこで各サークルの研究内容を発表・共有する場である発表会が年に
二回行われている。その発表会は本田技研工業の製作所の会議室数部屋で同時並行的
に行われており、各自が興味のある発表を聞きに行って学び、自社に持ち帰り広める
ことを期待されている。そしてまた、優秀な発表を行ったサークルは、製作所から日
本大会、世界大会へと出場することができる。また、大会の各サークルの発表資料は
データで配られており、大会を現地で見られなかった場合でも知識の共有ができるよ
うになっている。 
 
4-3-3. グリーン大会 
グリーン大会とは製作所や研究所、サプライヤー企業が展開した環境改善活動の優
秀事例を発表し水平展開をはかり、環境負荷を低減することを目的として、1999 年よ
り毎年開催されているホンダグループ全体の環境イベントである。省エネ活動・廃棄
物削減・有害物質ゼロ化・リサイクル促進等、対象となるテーマは多岐にわたる。毎
年、部門ごとに選抜大会を行い、代表チームが本大会に参加、優秀事例には表彰が行
われる。三年に一回日本大会があるが、まだ世界大会は行われていない。 
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4-3-4. 出向 
 本田技研工業や本田技術研究所に、部品サプライヤー企業から技術者を出向させる
仕組みがある。出向から部品サプライヤー企業側が学ぶのは勿論、本田技研工業側も
学習する。今では本田技研工業から部品サプライヤー企業に出してしまった技術が多
くあり、本田技研工業自体では生産していない部品も多い。それらの部品の製造上の
細かいノウハウは部品サプライヤー企業しか保持しておらず、本田技研工業側も適宜
部品サプライヤー企業の知識を活用しながら自動車の開発に当たっている。また、そ
のような本田技研工業側で全く製造していない部品の場合、本田技研工業の若手社員
が部品サプライヤー企業に出向き、一緒に働くことで製造ノウハウを学ぶこともある。 
 
  
 33 
 
5. ディスカッション 
5-1. 事例の解釈 
本田技研工業は部品サプライヤー企業に対し、品質ビジットや品質監査を行うこと
により、品質を一定のレベルまで引き上げていると考えられる。これらの制度により、
本田技研工業の自動車に組み込む部品としての、最低限満たしていないといけない基
準を担保している。 
しかし、品質ビジットや品質監査の様な単発的な指導では伝えにくい知識（暗黙知
的な知識）が存在する。そのような知識を伝えるのが、本田技研工業からの役員派遣
である。長年本田技研工業で勤め上げ、本田技研工業の考え方や知識を体得している
ようなベテランが、この制度では部品サプライヤー企業に派遣される。そのような人
が部品サプライヤー企業でマネジメントを行い、その企業の人々と日々接する中で、
徐々に暗黙知が移転していく。 
上記の仕組みが知識を伝達する事に主眼が置かれているとするならば、改善提案、
NH サークル、グリーン大会、出向は知識の創造の役割も果たしていると考えられる。
改善提案制度では、従業員からの日々の気付きを収集し、生産性向上・品質向上等の
改善に励んでいる。NH サークルでは各サークルでテーマが完全に自由に選べること
から、多様性を生じさせることができる。そして発表会を開くことで、各サークルで
生み出した知識を他部門・他社へも水平的に広げている。グリーン大会もまた、各企
業が環境問題に取り組んだ事例を発表、水平展開している。研究開発担当者の出向で
は部品サプライヤー企業側の一方的な学習ではなく、本田技研工業も部品サプライヤ
ーから学習している。地理的に一ヵ所にまとまり、同じ場所で密なやり取りを日々行
うことで、相互の学習が促進され知識創造が生じやすくなる。 
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図 5 本田技研工業と部品サプライヤー企業の組織間学習の仕組みの果たす役割 
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出所：筆者作成 
 
5-2. 組織間学習に関する本田技研工業とトヨタ自動車の比較 
 本節では、トヨタ自動車やトヨタ自動車の協力会（協豊会）について論じている既
存文献である藤本(1997)、西口,ボーデ(1999)、Dyer&Nobeoka (2000)、真鍋,延岡(2002)
等に基づき、本田技研工業とトヨタ自動車の比較を行う。 
Dyer&Nobeoka(2000)、真鍋,延岡(2002)は、トヨタ自動車の部品サプライヤー企業
への協力会（協豊会）による組織学習の研究を行っている。それによると、トヨタ自
動車は次の 4 つの異なった手法を通じて部品サプライヤー企業への組織学習を促して
いる。①部品サプライヤー企業の団体（協豊会）、②トヨタ自動車によるコンサルティ
ング、③自主的な小グループの学習チーム（自主研）、④企業間での従業員の移動（出
向）、である。 
トヨタのサプライヤー団体は、東海協豊会（150 社）・関東協豊会（65 社）・関西協
豊会（29 社）の三つから構成されている。それぞれの協豊会では隔月で全体ミーティ
ングを開き、トヨタの生産計画・方針・市場動向などに関する情報交換を行う。また、
特定のテーマに関しての知識を共有するための会議を開いたり、社員への基礎的な品
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質トレーニング・優れた工場のツアーを行ったりするなど、それぞれの企業の製品品
質向上のためのプログラムが用意されている。 
トヨタの生産コンサルティング部門（以下、OMCD）は 1960 年代半ばに、トヨタ
とそのサプライヤーの生産の問題を解決するために、大野耐一によって設立された。
OMCD は、トヨタの生産ネットワーク内にある価値ある生産知識を獲得・蓄積・伝播
させる責任を負っている、トヨタ内にある集団である。OMCD は、サプライヤーへコ
ンサルタント・チームを問題の性質に応じて一日から数カ月の期間で派遣する。この
援助は無料である。 
1977 年に OMCD は生産性と品質向上のために互いに助け合うことを目的として、
キーサプライヤーを 55～60 の「自主的な学習チーム」（自主研）に組織した。そのグ
ループは、①地理的な近さ、②直接的な競合関係にないこと、③グループにトヨタの
関係会社が一社は入っていること、の三つを考慮して組織される。自主研のテーマが
決まると、グループは改善提案をするために互いに工場を訪れる計画を設定する。そ
れは 4 カ月間の 4 段階プロセスであり、①予備調査、②診断と実験、③発表、④フォ
ローアップ・評価、から成り立っている。このような手順により、自主研を通じた相
互学習が行われる。 
また、出向はトヨタから部品サプライヤー企業へ知識を移転するという重要な機能
を担っている。トヨタから部品サプライヤー企業へは毎年 120～130 人程が出向する。
永遠に出向したままの人もいるし、トヨタへ戻る人もいる。このような深い人的交流
により、暗黙知が共有される。 
このように、トヨタは部品サプライヤー企業へ 4 つの方法を使い、製品の品質向上
に関する知識を伝播させている。トヨタのネットワークは日本では「トヨタグループ」
として知られており、トヨタグループで「共存共栄」と呼ばれている思想をトヨタは
広く奨励している。 
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図 6 トヨタのサプライヤーへの知識伝播構造 
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出所：Dyer&Nobeoka(2000)、真鍋,延岡(2002)を基に筆者作成  
 
 このように、トヨタ自動車は部品サプライヤー企業を組織化し、部品サプライヤー
企業同士の交流を促している（協豊会、自主研）。日頃からのこの様な部品サプライヤ
ー企業同士の結びつきがあったからこそ、工場が火事になってしまい部品を製造でき
ないというという非常事態にも比較的素早く対応できた、という点を指摘する研究も
ある(西口,ボーデ 1999)。 
 一方、本田技研工業は部品サプライヤー企業の協力会を作っていない。また、部品
サプライヤー企業同士を交流させる様な、その他の制度も観察されなかった。この点
では、もし本田技研工業の部品サプライヤー企業が火災や地震等で被害を受け、部品
を製造できなくなってしまった場合、部品サプライヤー企業同士の結びつきによる助
け合いでの早期復旧が期待しにくい分、トヨタよりも回復に時間が掛かるかもしれな
い。 
 また、トヨタ自動車の部品サプライヤー企業に対する無料のコンサルティングは、
本田技研工業では品質ビジットや品質監査に対応すると考えられる。これらの仕組み
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は両企業に共通することから、ある程度自動車企業における組織学習の仕組みの「当
たり前変数」に当たるのかもしれない（藤本 2005）。 
次に、本田技研工業の NH サークルとトヨタ自動車の QC サークルを比較する。ト
ヨタ自動車の QC サークルは改善活動に限定され、上からの指示によりテーマが決ま
るといわれるのに対して、本田技研工業の NH サークルは完全に自由にテーマを選ぶ
ことができる。この点で、本田技研工業の方が従業員の多様な知識を生かしており、
本田技研工業の方がトヨタ自動車よりも従業員の学習の多様性（知識創造）を組織の
学習に取り込むことにより成功しているのではないかと考えられる。 
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6. おわりに 
6-1. 議論の総括 
本論文の目的は、「自動車の開発・生産に関して、本田技研工業と部品サプライヤー
企業は、互いにどのような組織間学習を、どのように行っているのか」という問いに
答えることであった。 
調査の結果明らかになったこととして、本田技研工業の部品サプライヤー企業から
の学習としては「工程表の保持」・「特例子会社の生産技術の学習」があり、部品サプ
ライヤー企業の本田技研工業からの学習としては「品質ビジット」・「品質監査」・「役
員受け入れ」があり、本田技研工業と部品サプライヤー企業に共通する学習としては
「改善提案」・「NH サークル」・「グリーン大会」・「出向」であった。 
本田技研工業は「特例子会社の生産技術の学習」・「改善提案」・「NH サークル」・「グ
リーン大会」・「出向」で従業員の学習の多様性（知識創造）を確保し、それらを「工
程表の保持」・「品質ビジット」・「品質監査」・「役員受け入れ」と共に他部門・他社へ
展開することで（知識移転）、全体としての組織ルーティンのレベルを高めていると考
えられる。 
 
6-2. 実務的示唆・理論的貢献 
 では、これらは何を意味しているのであろうか。実務的な示唆としては、トヨタ自
動車の組織学習の仕組みのみが唯一の解ではないかもしれないということだ。従業員
の多様性を組織の学習に生かしたいと考えるなら、本田技研工業をモデルにしてもい
いかもしれない。 
また、理論的貢献としては、自動車業界における自動車企業と部品サプライヤー企
業の組織間学習に関する実態調査を行ったことである。既存の研究ではトヨタ自動車
を事例としたものが主であったが、本論文の調査対象である本田技研工業はトヨタ自
動車とは異なった仕組みを構築しており、この点での発見事実があったと考える。 
 
6-3. 今後の研究課題 
今後の研究課題としては、本田技研工業の行っている組織間学習をより詳細に調べ
ることで、その仕組みのメカニズムを解明する必要がある。また、本田技研工業の構
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築している組織間学習のための仕組みをより厳密に他の自動車企業の仕組みと比較す
ることも必要である。それにより、本田技研工業の仕組みが独自性を持っているのか
どうかを調査・比較検討する。 
そして、この本田技研工業の行っている組織間学習がどう経済的なパフォーマンス
に結びついているのか、あるいは、結びついていないのかを定量的に実証することも
必要である。それには、各自動車企業と部品サプライヤー企業から独自アンケート等
でデータを収集し調査・研究する必要がある。 
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